
 

単価契約仕様書 

 

保健福祉局福祉のまちづくり推進室徴収対策担当 

（徴収対策担当 下村・田辺 ２２２－３３８３） 

 

件   名 国民健康保険料 口座振替による納付状況通知書 

形状・寸法 別紙「帳票発注仕様書」のとおり 

予 定 数 量 

９０，０００枚 予定 

※予定数量は、過去の実績又は予測によるものであり、本

市の都合により増減する。大幅な増減があっても、本市は

何ら補償しない。 

契 約 期 間 契約の日の翌日 ～ 令和８年１２月１４日（月） 

契 約 条 件 １ 別紙「帳票発注仕様書」に従って実施すること。 

２ 注意事項 

（１） 別添のサンプルを参考に作成すること。 

（２） 校正の段階で、印字位置合わせを行い、必要に応 

   じて修正を要する。 

    また、テスト納品後、必要に応じてレイアウトの 

   修正を要する可能性があるので、その都度指示に従 

   うこと。 

（３） 納品用ダンボール箱の帳票名記載欄に「BI000205」 

   と印字すること。 

（４） 作成する帳票は、圧着できる用紙（のり付き用紙） 

   を使用し、印字後、圧着加工（ジェミッツ加工を除 

   く）をするため、その処理に耐えられるものである 

   こと。 

（５） 圧着加工後のはがきの裏面に当たる部分及び宛名 

   面の裏面については、透視防止用のスクリーンをか 

   けること。 

（６） スプロケットの幅は、左０．６インチ、右０．５ 

   インチとすること。 

（７） トラブル、契約に定めのない事項等が生じたとき 

   は、遅滞なく福祉のまちづくり推進室徴収対策担当

に報告し、指示に従うこと。 

（８） 決定業者は、決定後速やかに福祉のまちづくり推

進室徴収対策担当及びデジタル化戦略推進室担当者

と協議すること。 

 





令和５年４月１日改定 

製造の請負契約に係る共通仕様書 
 

第１条 受注者は、契約書に定めるもののほか、この共通仕様書並びに別添個別仕

様書及び資料に従って、電子計算機による出力帳票（以下「契約目的物」とい

う。）の、ブッキング、カッティング、シーリング等の加工、輸送及び契約目的

物に関するその他の作業（以下「契約業務」という。）を履行しなければならな

い。 

 

第２条 受注者は、契約業務の履行上知り得た契約目的物の内容について、業務中

及び業務完了後も一切、他人に漏らしてはならない。 

 

第３条 受注者は、契約業務を発注者の許可なく第三者に委任し、又は請け負わせ

てはならない。 

 

第４条 受注者は、契約目的物及び契約目的物の内容を契約業務の履行以外の用途

に使用してはならない。 

 

第５条 受注者は、契約目的物及び契約目的物の内容を複写し、若しくは複製し、

又は第三者に提供してはならない。 

 

第６条 受注者は、契約業務の履行において、契約目的物及び契約目的物の内容の

漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等を防止するために、作業手順を作

成し、作業場所、保管場所、及び輸送車両の管理体制を確立し、契約業務担当

者への監督及び教育を行い、防災防犯対策及びその他の安全対策を講じなけれ

ばならない。 

 

第７条 発注者は、必要があると認めるときは、契約業務の履行状況、作業手順、

管理体制、防災防犯対策、及びその他の安全対策について、受注者に対して報

告を求め、又は受注者の作業場所及び保管場所等に立ち入って検査し、必要な

指示及び是正の要求を行うことができる。 

２ 発注者は、受注者の第６条及び前項に定める作業手順、管理体制、防災防犯対

策その他の安全対策の不備により、契約目的物及び契約目的物の内容について、

漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん及び盗難による被害が生じた場合は、契約

を解除することができる。 

３ 発注者は、前項の規定により契約を解除したときは、受注者に賠償請求を行な

うことがある。 

４ 受注者は、第２項の規定により契約の解除があったときは、発注者にその損失

の補償を求めることができない。 

 

第８条 受注者は、個人情報を含む契約目的物を適正に管理するために、個人情報

管理責任者を置かなければならない。 

 

第９条 受注者は、契約業務担当者に個人情報を含む契約目的物を取り扱わせるに



当たっては、契約業務担当者に対し、個人情報の保護に関する法律及び京都市

個人情報保護条例を遵守しなければならないことを周知するとともに、個人情

報の適正な管理が図られるよう、契約業務担当者に対する必要かつ適切な監督

を行なわなければならない。 

 

第 10 条 受注者は、契約目的物の搬出及び搬入について、複数人による作業を行

い、盗難又は紛失が発生しないよう、万全の対策を講じなければならない。 

 

第 11 条 発注者及び受注者は、発注者の作成する「授受簿」に、発注者及び受注者

の記名又は押印を双方で確認した上で、契約目的物の授受を行なわなければな

らない。 

 

第 12 条 受注者は、契約目的物及び契約目的物の内容の全部又は一部の漏えい、滅

失、き損、遺失、改ざん、盗難等があったときは、代品を納め、若しくは代品

に代え、又は代品を納めるとともに損害（第三者に及ぼした損害を含む。）を賠

償しなければならない。 

 

第 13 条 受注者は、契約業務の履行中に、機器障害等により、契約目的物にき損が

生じたときは、直ちに当該目的物を添えて発注者に申し出て、発注者の指示に

従わなければならない。 

 

第 14 条 受注者は、契約目的物を発注者に引き渡す前に、契約目的物に火災又は盗

難等の事故が発生したときは、直ちに発注者に通知しその指示に従い、遅滞な

く書面で報告しなければならない。 

 

第 15 条 発注者は、引渡しを受けた契約目的物が種類、品質又は数量に関して契約

の目的に適合しないものであるときは、受注者に対してその修補、代替物の引

渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完又はこれに代えて若しくは併せて

損害（第三者に及ぼした損害を含む）の賠償を請求することができる。 

２ 前項の場合において、発注者がその不適合を知った時から１年以内にその旨を

通知しないときは、発注者は、前項の請求をすることができない。ただし、受

注者が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかった

ときは、この限りではない。 

３ 発注者は、契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完

がなされない場合又は追完の見込みがない場合で、契約不適合により契約の目

的を達することができないときは、契約の全部又は一部を解除することができ

る。 

４ 第１項及び第３項の規定は、契約不適合が発注者の提供した貸与品又は発注者

の指示によって生じたときは適用しない。ただし、受注者がその貸与品又は指

示が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときはこの限りで

はない。 

 

 

 



単価契約仕様書 

 

保健福祉局福祉のまちづくり推進室徴収対策担当  

（担当 下村・田辺 ２２２－３３８３） 

件   名 国民健康保険料 口座振替による納付状況通知書 カッティング及び圧着加工 

形状・寸法 別紙「帳票発注仕様書」のとおり 

予 定 数 量 

８８，０００枚 予定 

※予定数量は、過去の実績又は予測によるものであり、本市の都合により増減す

る。大幅な増減があっても、本市は何ら補償しない。 

履 行 期 限 令和８年１月８日（金） 

契 約 条 件 

１ 別紙「製造の請負契約に係る共通仕様書」の内容を遵守し、誠実に実施するこ

と。 

２ 注意事項 

（１） カッティング 

    １枚ずつカットし、両サイド（スプロケット分）もカットする。 

（２） 圧着加工 

  ア 圧着加工はジェミッツ加工を除く方法により実施すること。 

  イ １枚ずつ圧着すること。 

  ウ 圧着加工に用いるのり等は、焼却等によっても有害物質が発生しないもの

を使用すること。 

  エ 圧着加工後は、圧着はがきの形式を有すること。 

  オ 圧着加工は、両面開きとする。 

  カ リカバーの必要が生じた時は、福祉のまちづくり推進室徴収対策担当へ連

絡し、1 枚単位で破損分と引き換えることとする。 

（３） カッティング及び圧着加工についてテストを実施すること。 

    実施時期については、別途指示に従うこと。 

（４） カッティング及び圧着加工済みの通知書は、補記分は各区役所・支所・京

北出張所（１５か所）別に仕分けをし、結束すること。 

    また、区内分、区外分については、２００枚単位でフィルムテープまたは

紐により結束し、パレットケースに詰めること。 

なお、使用するパレットケースは、任意の郵便局へ取りに行き、事前に用

意すること。 

（５） 本業務の受注に当たっては、一般財団法人日本情報経済社会推進協会若し

くは同協会が指定したプライバシーマーク指定審査機関が認定するプライ

バシーマーク登録証を取得しているか、ISO/IEC27001 又は JAPHIC マークの

認定を受けていることを条件とする。  

    契約後、速やかに上記の条件を満たすことを証する書類（登録証等）の写

しを福祉のまちづくり推進室徴収対策担当の担当者まで提出すること。 

（６） トラブル、契約に定めのない事項等が生じたときは、遅滞なく保険年金課

に報告し、指示に従うこと。 

（７） 決定業者は、決定後速やかに福祉のまちづくり推進室徴収対策担当及びデ

ジタル化戦略推進室担当者と協議すること。 

 



指示書 
 
 
カッティング及び圧着加工 

回数 通知書受渡日 通知書納品日 予定件数 

１回目 

(補記分) 
令和８年１２月１８日（金） 令和９年１月５日（火）まで 約 500 枚  

２回目 

(補記以外) 
令和８年１２月１８日（金） 令和９年１月８日（金）まで 約 87,500 枚  

合計 約 88,000 枚  

※ 納品場所は、１回目は保健福祉局福祉のまちづくり推進室、２回目は京都郵便局＜京都

府城陽市＞（福祉のまちづくり推進室職員立会い）とする。納品時間は、別途調整する。 


